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令和６年度山口地域職業訓練実施計画 

（山口労働局・山口県・独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構山口支部） 

 

令和６年３月 

 

１ 総説 

 (１)計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、

労働者の地位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務

の内容の変化に対する労働者の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資する

よう、労働者に対して適切な職業能力開発を行う必要がある。このため、事業

主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊重しつつ、山口県立東部

高等産業技術学校・山口県立西部高等産業技術学校（以下「県立校」という。）

及び山口職業能力開発促進センター（以下「機構立施設」という。）において

実施する職業訓練（職業能力開発促進法第 15 条の７第３項の規定に基づき実

施する職業訓練（以下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」

という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律

第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職

者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働者の十分な職業能力開

発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象

者数や訓練内容等を明確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練（以

下「公的職業訓練」という。）の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の

向上等を図るものである。 

また、県立校及び機構立施設は、本計画を実施する際に、山口労働局、公共

職業安定所との連携を図り、効率的かつ効果的な公的職業訓練の実施を図る

ものとする。 

 

 (２)計画期間 

計画期間は、令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までとする。 

 

 (３)計画の改定 

この計画は、職業訓練の実施状況等を踏まえ、改定する。 

 

２ 人材ニーズ、労働市場の動向と課題等 

（１）人材ニーズ 
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デジタル人材は、産業界全体で育成を求められているが、県内でデジタル訓

練を実施できる機関は少ない状況にある。 

このような中、山口県では、厚生労働省の委託事業である「受講者の特性に

対応した教育訓練手法の構築・普及促進事業」において、「ＩＣＴステップア

ッププログラム」の講座が開講され、学校現場や企業で必要とされるＩＣＴ人

材育成及びＩＣＴ支援員養成訓練プログラムの開発に取組んでいる。 

また、山口県では人口の減少や少子高齢化が進み、ハローワークでは有効求

職者の高齢化が進んでおり、令和４年 11 月に開催された地方労働審議会にお

いても高齢者の活用にあたり、ＳＮＳやＩＴに関する能力の不足が課題であ

るとされたところである。 

さらに、人手不足分野である介護職における令和６年１月の有効求人倍率

は 3.28 倍と高く、求人の充足率は 10.51％、紹介率は 83.5％となっている。

介護分野の訓練受講者からは、「介護職の世界に初めて足を踏み入れる人たち

に、決して遠回りでなく絶対に『良かった』と思える時間（訓練）であったと

伝えたい」との声もあり、人材の育成が求められている中、必要な分野の訓練

である。 

なお、障害者の雇用にあたっては、その雇用率が段階的に引き上げられるこ

とや除外率についても令和７年４月から引き下げられることからも、障害者

のニーズや特性に応じた職業訓練の充実が求められるとともに、人生 100 年

時代の到来による職業人生の長期化を踏まえ、今後は雇い入れ後のキャリア

形成支援を進めていく必要がある。 

 

（２）労働市場の動向と課題等 

①労働市場の動向と課題 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大後、有効求人倍率や完全失業率の悪

化など雇用への大きな影響が見られたものの、足下の令和６年１月現在では

求人の持ち直しの動きが堅調である。一方、コロナ禍からの経済活動の再開に

伴って人手不足感が再び深刻化し、社会全体での有効な人材活用が必要であ

り、そのためには、働く方々の意欲と能力に応じた多様な働き方を可能とし、

賃金上昇の好循環を実現していくことが重要である。 

デジタル・トランスフォーメーションやグリーントランスフォーメーショ

ン（以下「ＤＸ等」という。）の進展といった大きな変革の中で、中小企業等 

  の着実な事業展開、生産性や技術の向上のために必要となる人材の確保、育成 

  が求められている。加えて、企業規模等によってはＤＸ等の進展への対応に遅 

  れがみられることにも留意が必要である。 

   こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成 

  を推進するためには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の 

  実現に資する公的職業訓練や、産業界や地域のニーズに合致した在職者の生産 
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  性の向上等、多様な職業能力開発の機会を確保・提供することが重要である。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023

改定版）」等において、デジタル人材が質・量ともに不足していることと、都

市圏への偏在といった課題を解決するために、職業訓練のデジタル分野の重

点化に計画的に取り組むこととされている。 

障害者については、ハローワークにおける新規求職申込件数が増加傾向に

あり、障害者の障害特性やニーズに応じた就職が実現できるよう、一層の環境

整備が求められるとともに、障害者の福祉から雇用への移行を促進するため、

障害者雇用施策と障害者福祉施策が連携を図りつつ、個々の障害者の就業ニ

ーズに即した職業能力開発を推進し、障害者の職業の安定を図る必要がある。 

 

②直近の公的職業訓練をめぐる状況 

令和５年度の新規求職者は令和６年１月末現在で 43,647 人（前年同月比

100.9％）であり、そのうち、雇用保険受給資格決定件数（速報値）は令和６

年１月末現在で 12,355 人（前年同月比 102.1％）であった。 

これに対し、令和５年度（令和５年４月～令和６年１月）の公的職業訓練の

実績については、以下のとおりである。 

<令和５年４月～令和６年１月> 

 離職者に対する公共職業訓練       951 人（前年同期比 98.5％） 

  うち施設内              331 人（前年同期比 94.6％） 

  うち委託               620 人（前年同期比 100.8％） 

 求職者支援訓練             236 人（前年同期比 110.3％） 

 在職者訓練              1,818 人（前年同期比 101.3％） 

 学卒者訓練                40 人（前年同期比 100.0％） 

 障害者訓練                 28 人（前年同期比 133.3％） 

 

３ 計画期間中の公的職業訓練の実施方針 

（１）基本方針 

令和４年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

① 就職率が高く、応募倍率が低い分野（「介護・医療・福祉分野」）があ 

   ること 

② 就職率が低く、応募倍率が高い分野（「ＩＴ分野」「デザイン分野」） 

があること 

③ 委託訓練の計画数と実績は乖離しており、さらに令和４年度は委託訓練 

    受講者数が減少していること。 

④ 高齢の有効求職者へのＩＴ等に関する能力の向上が課題であること 

⑤ 効果検証ワーキンググループの検証等やハローワークの意見等から、山 

   口県においても基礎的なデジタルリテラシーの向上が必要であること 
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   これらの課題の解消を目指し、令和６年度の公共職業訓練は以下の方針に基 

づいて実施する。 

① については、「介護・医療・福祉分野」の受講勧奨にあたっては、その業 

  界の魅力発信や、訓練コースの内容・効果の周知について強化する。 

② については、就職率向上のため、受講希望者のニーズに沿った適切な訓 

練を勧奨できるようハローワーク職員向けの研修を実施するとともに、訓練修 

了者歓迎求人の確保等に係る取組を推進する。 

③ については、ハローワークや、民間教育機関の意見、公的職業訓練効果検 

証ワーキンググループの検証を踏まえ、効果的な訓練計画の設定に努める。 

④ については、新たな訓練実施機関の開拓を図りながら、設定数の増加を 

検討する。 

⑤ については、訓練実施機関の開拓及び一層のコース設定の促進に努める 

とともに、デジタル分野以外の全てのコースにおいてデジタルリテラシーの向 

上促進を図る。 

 

（２）令和６年度の職業能力開発実施計画の特色 

①県立校 

東西の高等産業技術学校を「地域産業界への人材育成拠点」と位置付け、地

域の産業における人材ニーズに応じた職業訓練の充実を図っていく。大規模

な設備を要する訓練は直営で、また民間での実施が可能な訓練は民間教育訓

練機関を積極的に活用し、多様で効果的な訓練を実施する。 

 

②機構立施設 

公共職業訓練を通じて、雇用のセーフティネットとしての機能を発揮する

ことに加え、経済及び社会の発展に向けて、労働者の技能の向上を図り、もっ

て、中小企業等の生産性向上等を支援することを重点的に取り組むこととす

る。 

 

（３）離職者訓練の実施方針 

①県立校 

主として常設の短期課程の訓練科に求職者を受け入れ、地域の企業が必要

とする、より実践的な能力を持つスペシャリストを育成するための訓練を実

施する。 

民間教育訓練機関に委託して実施する職業訓練では、人手不足分野である

介護や医療事務の職業訓練を引き続き実施するほか、少子高齢化の状況を踏

まえて高齢求職者向けのコースを拡充する。 

また、ＤＸの加速などの社会変化に対応し、ＩＴやＷＥＢデザインなど情報

分野の資格取得を目指すコースを拡充し、またデジタル分野以外の訓練コー
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スにおいても、訓練受講者へデジタルリテラシー習得の必要性や重要性を周

知するなど、デジタルリテラシーを習得するための取組を促進する。 

なお、育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよ

う実施機関・時間に配慮した e ラーニングや託児サービス付き訓練コースを

引き続き実施する。 

 

②機構立施設 

求職者を対象にものづくり分野（製造分野、建設関連分野等）における知識

・技能・技術の習得のほか、再就職に必要な実践的能力を形成するための職業

訓練を実施する。令和６年度については、275 人（橋渡し訓練 25 人を含む。

）を年間定員とした。 

また、令和４年度から設備保全サービス科及び金属加工科については、事業

主等からの人材ニーズに応じ、フォークリフト技能講習を訓練に組み込んで

いるが、引き続き人材ニーズを把握し、再就職に適した職業訓練を設定する。 

加えて、指導技法においてＩＣＴ化（タブレット端末の活用等）を促進する。 

 

(４)求職者支援訓練の実施方針 

令和６年度においては、非正規労働者や自営廃業者等の雇用保険の基本手

当を受けることができない者に対する雇用のセーフティネットとしての機能

を果たすこと、在職中で訓練時間に配慮が必要な者を対象とした e ラーニン

グコースを設定することで 493 人程度に訓練機会を提供する。 

訓練コースとしては、基礎的能力のみを習得する職業訓練として基礎コー

スを設定する。（求職者支援訓練の約 27％）また、基礎的能力から実践的能

力までを一括して習得する職業訓練（実践コース）を設定する。（求職者支援

訓練の約 73％）その際、デジタル分野等の成長分野や、新型コロナウイルス

感染症の影響により人材確保がより困難となっている介護等の分野・職種に

重点を置くとともに、地域における産業の動向や求人ニーズを踏まえたもの

とする。実践コースのうち、介護系、医療事務系及び情報系の３分野の割合を

設定する。 

 

(５)在職者訓練の実施方針 

①県立校 

高等産業技術学校の施設内において、在職者の職務能力の向上や、新たな技

術・知識の習得を目的として、パソコン操作技能を習得する事務系の訓練や電

気工事士の資格取得のための電気系の訓練、労働基準協会との連携により溶

接技術を習得する溶接系の訓練やクレーン操作技術を習得する運輸系の訓練

を実施する。 

また、３次元ＣＡＤの操作技能などものづくり分野におけるデジタル化に
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対応した訓練を実施するほか、企業ニーズに即した訓練として、企業の要望に

応じて訓練内容を設定するオーダーメイド型の訓練を実施する。 

 

②機構立施設 

中小企業等の在職者を主な対象として、民間教育訓練機関の実施状況等を

踏まえ、ものづくり分野（機械・金属系、電気・電子系、居住系）に特化した

受講満足度の高い能力開発セミナーを実施する。 

また、事業主等の職業能力開発ニーズに対応するため、個々のニーズに応じ

て設定する「オーダーメイド型」訓練や、ＤＸも含めた生産性の向上に資する

「生産性向上支援訓練」のほか、指導員派遣、施設設備貸与等により、事業主

、各種団体等の人材育成を支援する。 

 

(６)学卒者訓練の実施方針 

主として常設の普通課程の訓練科に学卒者を受け入れ、地域ニーズに応じ

た訓練を実施する。 

 

(７)障害者訓練の実施方針 

高等産業技術学校においては、スロープや身障者用トイレ等の施設整備を

行い、可能な範囲で身体障害者を受け入れている。 

障害者を対象とした委託訓練を実施するとともに、特別支援学校高等部に

在籍する生徒に対して、特別支援学校早期訓練コースを実施する。また、これ

らの訓練の受講が困難な障害者については、国立の障害者職業能力開発校へ

の入校を勧める。 

 

(８)職業能力開発実施体制の長期的方向（訓練科目の見直し及び再編整備の方向又

は考え方） 

①県立校 

少子化による労働供給制約という課題を抱えるなかで、雇用情勢や社会の

変化に即応した訓練を実施するために、地域の企業、経済団体、教育機関、職

業紹介機関などで構成される学校運営協議会等を通じて地域のニーズを把握

し、山口地域職業能力開発促進協議会で実施する訓練効果の検証結果も踏ま

え、訓練科目、内容の不断の見直しを行っていく。 

なお、現時点においては、職業能力開発校の再編整備等の予定はない。 

 

②機構立施設 

訓練科の見直し及び訓練計画の策定に際しては、人材ニーズ等の把握・分析

の結果や運営実施の状況を総合的に点検し、機構版教育訓練ガイドラインに

よるＰＤＣＡサイクルを実施することにより改善・見直しを行い、訓練品質の
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維持・向上を図ることを基本としている。離職者訓練は、主にものづくり分野

であって、当該地域において民間教育訓練機関等では実施困難なものを実施

し、在職者訓練は、中小企業等を対象として、ものづくり分野を中心に真に高

度なものを実施することとしている。訓練ニーズの把握状況や民間教育訓練

機関等との競合の有無、訓練科設定の適否については、「訓練計画専門部会」

を開催し、同部会委員による協議及び審査を経て、次年度計画を策定すること

としている。 

なお、国が実施する職業訓練については、全国どこで受講しても一定の訓練

品質を担保する観点から、仕事を体系化し、具体的な能力開発の内容を「職業

能力開発体系」として整備しており、それを基にモデルカリキュラムやテキス

ト等を作成している。 

 

４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

※詳細は別添のとおり 

(１) 離職者に対する公的職業訓練 

①県立校 

対象者数（定員）：235 人 

職業訓練の内容等：農業分野、製造分野、建設関連分野 

目標（就職率）：82.5％以上 

 

②機構立施設 

対象者数（定員）：275 人 

職業訓練の内容等：製造分野（機械・金属、電気設備）、建設関連分野（ 

住環境）及びその他分野（橋渡し訓練） 

目標（就職率）：82.5％以上 

そ の 他 の 事 項：２月に日本版デュアルシステム（短期課程）（定員 15

人）を設定  

③委託訓練 

対象者数（定員）：1,046 人 

職業訓練の内容等：ＩＴ分野、営業・販売・事務分野、医療事務分野、デザ

イン分野 

目標（就職率）：75.0％以上 

 

⑥ 求職者支援訓練 

対象者数（定員）：493 人（認定上限値） 

職業訓練の内容等：基礎分野、ＩＴ分野、医療事務分野、介護・医療・福祉

分野 等 

目標（就職率）：基礎コース 58％ 実践コース 63％ 
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（いずれも雇用保険適用率） 

 

⑦ 職業訓練の効果的な実施のための取組 

ア.公的訓練効果検証ワーキンググループの報告を踏まえて 

  企業ニーズの求める人材育成のため、デジタル分野以外の全ての訓練コ

ースにおいて、それぞれの訓練分野の特徴を踏まえたデジタルリテラシーを

含むカリキュラムの設定を促進する。 

イ．公的職業訓練効果検証ワーキンググループにおける訓練効果の把握・検  

証 

適切かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースにつ

いて訓練修了者等へのヒアリング等を通じ、訓練効果を把握・検証し、訓

練カリキュラム等の改善を図る。 

ウ．訓練実施機関や新規分野の開拓 

山口県においては、訓練実施施設が少なく訓練分野や開講地域の偏りが見

られることから、訓練実施機関や新規分野の開拓に努める。 

 

（２）在職者に対する公的職業訓練等 

①県立校 

対象者数（定員）：2,596 人 

職業訓練の内容等：ＩＴ分野、製造分野、建設関連分野 等 

 

②機構立施設 

対象者数（定員）：270 人（計画は 679 人） 

職業訓練の内容等：機械・金属系、電気・電子系、居住系 

そ の 他 の 事 項：内訳として、機械・金属系 271 人、電気・電子系 248 人

、居住系 160 人を計画  

 

③生産性向上支援訓練 

対象者数（定員）：750 人 

職業訓練の内容等：企業活動における生産性の向上に資する内容 

そ の 他 の 事 項：内数として、ＤＸ対応コース 200 人、ミドルシニアコ

ース 40 人、サブスクリプション型訓練 20 人を計画  

 

（３）学卒者に対する公共職業訓練 

対象者数（定員）：120 人（２年間） 

職業訓練の内容等：製造分野 

 

（４）障害者等に対する公共職業訓練 



 

9 

 

対象者数（定員）：80 人 

職業訓練の内容等：知識・技能習得、実践能力習得、特別支援学校早期訓練 

目標（就職率）：55％ 

 

５ その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等 

（１）地域におけるリスキリングの推進 

公的職業訓練のほか、地域に必要な人材確保（中小企業、農林水産、介

護等）のため、県や市町が地方単独事業として実施する取組のうち、デジ

タル・グリーン等成長分野に関するリスキリングの推進に資する事業につ

いて、職業能力の開発及び向上のために行われる取組として、本計画に位

置づけて、その効果的な推進を図るものとする。 

なお、事業一覧については、別途、山口地域職業能力開発促進協議会で

報告する。 

 

（２）人材開発支援助成金の活用促進 

コロナ克服・新時代開拓のための経済対策において、人への投資を強化

し、デジタル人材育成の強化等を行うため、令和４年度から人材開発支援

助成金に「人への投資促進コース」が新設された。デジタル人材・高度人

材の育成や労働者の自発的な能力開発の促進、定額制訓練の導入など企業

が行う柔軟な訓練形態を助成対象としている。 

また、一定の要件を満たすことにより生産性向上支援訓練にも活用が可

能であり、人への投資による構造的な賃上げ実現のためにも幅広く活用を

促進する。 

 

（３）山口県内の職業能力開発にかかるイベントや各種大会・事業への協力 

山口県内における職業能力開発の促進のため、「親子ものづくり教室」（

ポリテクセンター山口が実施）、「障害者技能競技大会（アビリンピック）

」、「若年者ものづくり競技大会」や「技能五輪」などのイベントや各種大

会へ協力する。具体的には、県から競技関係職種団体、企業、参加選手に

対して、選手育成強化及び大会派遣費等について、予算の範囲内で支援す

る。 

また、「技能検定」の円滑な推進のため、公共職業訓練施設の貸与や技能

検定委員の協力を行うとともに、業界団体、技能士会や教育機関等との連

携を図る。 
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                                                                   （別添） 
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訓練実施計画表（障害者職業能力開発校分を除く） 

１ 施設内総括 

都

道

府

県

立 

・

機

構

立 

施設名 訓練科名 

設

定

年

度 

高度職業訓練 普通職業訓練 

土日 

夜間別 

定 員 専門課程 応用課程 普通課程 短期課程(2 ヶ月以上) 短期課程(2 ヶ月未満) 

定員 定 員 中卒 高卒 右記を除く訓練 障害者を対象とした訓練 若者を対象とした訓練(機構のみ) 学卒者訓練  

1 年 2 年 1 年 2 年 

定員 定員 1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 
 

第 1 種 

定 員 
1 年 2 年 1 年 2 年 

山口県立 

東部高等 

産業技術 

学  校 

第２種自動

車系自動車

整備課 

11       
20 

(20) 

20 

(20) 
          昼 

40 

(40) 
 

設備施工系

冷凍空調設

備科「設備

ｼｽﾃﾑ科」 

16       
20 

(20) 

20 

(20) 
          昼 

40 

(40) 
 

メカニカル

デザイン科 
26         

10×1 

(10×1) 

1 年 

(4 月) 
        昼 

10 

(10) 
 

造園科 29         
10×2 

(10×2) 

6 ヶ月 

(4,10 月) 
        昼 

20 

(20) 
 

機械デジタ

ル科 
R5         

15×1 

(15×1) 
1 年 

(4 月) 
        昼 

15 

(15) 
 

溶接技術科 31         
20×1 

(20×1) 
1 年 

(4 月) 
        昼 

20 

(20) 
 

CAD/CAM 

短期コース 
27         

10×2 

(10×2) 

6 ヶ月 

（6,12 月 
        昼 

20 

(20) 
 

物流機械運

転科 
11                 

10×2 

(10×2) 

1 ヶ月 

(6,1 月) 
昼 

20 

(20) 
 

計 ８科        
40 

(40) 

40 

(40) 

85 

（85） 
       

20 

(20) 
  

185 

(185) 
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都

道

府

県

立 

・

機

構

立 

施設名 訓練科名 

設

定

年

度 

高度職業訓練 普通職業訓練 

土日 

夜間別 

定 員 専門課程 応用課程 普通課程 短期課程(2 ヶ月以上) 短期課程(2 ヶ月未満) 

定員 定 員 中卒 高卒 右記を除く訓練 障害者を対象とした訓練 若者を対象とした訓練(機構のみ) 学卒者訓練  

1 年 2 年 1 年 2 年 
定員 定員 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

 
第 1 種 

定 員 
1 年 2 年 1 年 2 年 

都

道

府

県

立 

山口県立 

西部高等 

産業技術 

学  校 

第２種自動

車系自動車

整備課 

60       
20 

(20) 

20 

(20) 
          昼 

40 

(40) 
 

木造建築科 26         
20×1 

(20×1) 

1 年 

(4 月) 
        昼 

20 

(20) 
 

電気工事・

設備科 
18         

20×1 

(20×1) 

1 年 

(4 月) 
        昼 

20 

(20) 
 

ｴｸｽﾃﾘｱ・造

園科 
11         

20×1 

(20×1) 

1 年 

(4 月) 
        昼 

20 

(20) 
 

空調・設備

施工科 
27         

20×1 

(20×1) 

1 年 

(4 月)         昼 
20 

(20) 
 

内装リフォ

ーム科 
27         

20×1 

(20×1) 

1 年 

(10 月) 
        昼 

20 

(20) 
 

溶接技術科 

 
28         

10×1 

(10×1) 

1 年 

(4 月) 
        昼 

10 

(10) 
 

建設機械運

転科 
7                 

10×2 

(10×2) 

1 ヶ月 

(5,10 月) 昼 
20 

(20) 
 

計 8 科        
20 

(20) 

20 

(20) 

110 

（110） 
       

20 

(20) 
  

170 

(170) 
 

県立校小計 16 科        
60 

(60) 

60 

(60) 

195 

（195） 
       

40 

(40) 
  

355 

(355) 
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都

道

府

県

立 

・

機

構

立 

施設名 訓練科名 

設

定

年

度 

高度職業訓練 普通職業訓練 

土日 

夜間

別 

定 員 専門課程 応用課程 普通課程 短期課程(2 ヶ月以上) 短期課程(2 ヶ月未満) 

定員 定 員 中卒 高卒 右記を除く訓練 障害者を対象とした訓練 若者を対象とした訓練(機構のみ) 学卒者訓練  

1 年 2 年 1 年 2 年 

定員 定員 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期

間 

及   

び 

訓 練 開

始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   

び 

訓 練 開 始

月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   

び 

訓 練 開 始

月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

 
第 1 種 

定 員 
1 年 2 年 1 年 2 年 

機

構

立 

山口職業 

能力開発 

促  進 

センター 

ﾃｸﾆｶﾙｵﾍﾟﾚｰ

ｼｮﾝ科 
18         

15×4 

（18×4） 

6 か月 

(6,9,12,3

月) 

        昼 
60 

（72） 
 

設備保全サ

ービス科 
31         

15×2 

（15×2） 

6 か月 

(6,12 月) 
        昼 

30 

（30） 
 

金属加工科 19         
10×4 

（10×4） 

6 か月 

(6,9,12,3

月) 

        昼 
40 

（40） 
 

電気設備技

術科 
11         

15×3 

（18×3） 

6 か月 

(4,7,10

月) 

      
 

 
 昼 45 

（54） 
 

電気設備技
術科(日本版デュアル 

システム（短期課程）) 
19             

15×1 

（15×1） 

6 か月 

(2 月) 
    昼 15 

（15） 
 

住環境計画

科 
22         

15×4 

（18×4） 

6 か月 

(6,9,12,3

月) 

        昼 60 

（72） 
 

橋渡し訓練 21                 
5×5 

（5×4） 

1 か月 

(5,8,9,11,1

月) 

昼 25 

（20） 
 

                       

                       

計 7 科          
235 

（268） 
   

15 

（15） 
   

25 

（20） 
  

275 

（303） 
 

合  計        
60 

(60) 

60

（60) 

430 

（463） 
 

 

 
 

15 

(15) 
   

60 

(60) 
 

 

 

630 

(658) 
 

（留意事項）  

 １．「定員」欄は、「１回定員×訓練回数」で記入し、前年度定員を下に（ ）書きで記入。 
 ２．「訓練期間及び訓練開始月」欄は、「訓練開始月」を「訓練期間」の下に（ ）書きで記入。 

 ３．「定員計の第１種定員」欄は、雇用対策法第 18 条第２号により都道府県が支給する訓練手当に係る定員及び駐留軍関係離職者（駐）と沖縄失業者求職手帳所持者（沖）で国が支給する訓練
手当に係る定員をいう。 
 なお、駐及び沖の定員は、外数で（ ）書きで記入。 

 ４．普通職業訓練の短期課程「学卒者訓練」欄は、専修訓練課程から短期課程へ転換し、新規学卒者を対象とした訓練を記入。 
 ５．土日･夜間等に行う場合、｢土日・夜間の別」欄に記入。 
  ６．障害者を対象とした訓練科（コース）については、訓練科（コース）名の前に以下の記号を付し、訓練科（コース）名の後に対象となる障害種別（身体障害、知的障害、精神障害、発達障害

等）を（ ）書きで記載。 
７. 日本版デュアルシステム（専門課程・普通課程・短期課程）を実施する施設においては、実施校の訓練科の後にデの記号を記載。 
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２ 委託訓練 

  ① 都道府県独自によるもの（（４）～（７）に該当する委託訓練を除く） 

施  設  名 訓 練 科 ( 訓 練 職 種 ) 委 託 施 設 ( 住 所 ) 

定     員 

訓練期間 訓練開始月 備  考 
一回 

 

延 第１種定員 

 該当なし        

         

         

         

県     計         

 
 

  ② 国費による委託訓練（離職者等再就職訓練事業） 

施  設  名 
訓 練 科 ( 訓 練 職 種 

) 

コー

ス数 
定員数 備   考 

東部高等産業技

術学校 
 32   550  

西部高等産業技

術学校 
 32   496  

     

     

県     計  64 1,046  
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  ③ 国費による委託訓練（障害者の多様なニーズに対応した委託訓練） 

訓練コース名 訓 練 期 間 定   員 備  考 拠 点 校 名 
コーディネーター・ 

コーチ配置数 

知識・技能習得訓練コース(集合訓練)      ３か月 １０人 

 
 

 
各コースとも 
東部高等産業技術学校 

及び 
西部高等産業技術学校 

 
障害者職業訓練 
コーディネーター  

２人 

障害者職業訓練コーチ

  １人 
 

実践能力習得訓練コース      ３か月 ５５人 

ｅ－ラーニングコース      － － 

特別支援学校早期訓練コース      ２か月 １５人 

在職者訓練コース      － － 

合       計 ８０人  

 

  ④ 国費による委託訓練（就職活動に困難性を有する学生等に対する委託訓練） 

訓練コース名 定   員 備  考 拠 点 校 名 

標準訓練コース 該当なし   

企業実習組合せ訓練コース  

企業実習コース  

合       計  
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３ 求職者支援訓練 

① 訓練認定規模は、以下のとおりとする。 

コース別 認定規模 新規参入枠 コース割合 

基礎コース １３５人 ３０％ ２７％ 

実践コース  ３５８人 ３０％ 

７３％ 
 

介護系 

医療事務系 

デジタル系 

（うち、ＩＴ分野） 

（うち、ＷＥＢデザイン系） 

その他 

（うち、営業・販売・事務分野等） 

（うち、上記以外の分野） 

９０人 

３０人 

８８人 

（７３人） 

（１５人） 

１５０人 

（１３５人） 

（１５人） 

 

 

合 計 ４９３人  １００％ 

 

② 求職者支援訓練の認定にかかる留意事項 

(ｱ)新規参入となる求職者支援訓練については、基礎コース、実践コースそれぞれにおいて、認定規模の３０％を上限に認定する。 

(ｲ)求職者支援訓練は、この計画に則して四半期ごとに認定する。 

(ｳ)申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合、 

a. 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから選定し認定する。 

b. 実績枠については、求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから選定し認定する。 

(ｴ)認定コースの定員数が認定上限値を下回った場合及び認定されたものの中止になった訓練コース分の定員数は 

c. 次期以降の認定単位期間の同コース・同分野の認定上限値を引き上げるために活用できる。 

d. 第４四半期まで繰り越した認定枠については、基礎コースと実践コース間の振替や、実践コースの他分野への振替を可能とする。 
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４ 技能向上に係る訓練実施計画(在職者訓練) 
                                                           都道府県名 山 口 県  

実施主体 施  設  名 課   程 訓練科名 年間開催回数 合計訓練時間 延 定 員 備   考 

 

 
 
 
都 
道 
府 
県 
立 
施 
設 
 
 

 

山口県立 
東    部 
高等産業 
技術学校 

短期課程 

 
溶接系 
機械系 
電気工事系 
配管系 
クレーン運転系 
情報ビジネス系 
電気制御回路組立て 
その他（教育） 

回 
  9 
 8 
 9 
  1 
 17 
  6 
  1 
 13 

時間 
142 
 72 
134 
 18 
 210 
  84 
  15 
 104 

人 
322 
 62 
290 
 10 
410 
 70 
  7 
520 

 

計   64  
1,691 

(1,327) 
 

山口県立 
西  部 
高等産業 
技術学校 

短期課程 

溶接系 
電気工事系 
クレーン運転系 
フォークリフト運転系 
情報ビジネス系 
玉掛け系 
建設系 
木工系 
左官系 
その他（教育） 

  2 
 4 
  2 
  2 
  6 
  2 
  4 
  1 
  2 
  8 

 22 
 84 
 34 
116 
 81 
 62 
 35 
  7 
 13 
 48 

 80 
 85 
 80 
 80 
  60 
 80 
 50 
 20 
  50 
320 

 

計    33  
 905 

(1,035) 

 

県立施設合計２施設 
   

 97 
 2,596 

(2,362) 

 

雇 高 
用 齢 
支 ・ 
援 障 
機 害 
構 ・ 
立 求 
施 職 
設 者 

山口職業能力 
開発促進センター 

専門短期課程 
 
 

機械・金属系 
電気・電子系 
居住系 

 29 
 24 
 13 

384 
300 
162 

271 
248 
160 

 

計    66  
679 

（423） 

 

機構立施設合計１施設 
  

 66  
679 

（423） 

 

総  合  計     
3,275 

(2,790) 
 
 

（留意事項） 
 「延定員」欄は、前年度定員を（ ）書きで記入。 
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５ 日本版デュアルシステム（公共職業訓練型（委託型デュアルを除く。） 

 

施  設  名 

 

訓 練 科 ( 訓 練 職 種 ) 

 

類型 

 

訓練期間 

 

定員 

 

 

備  考 

 施設内 委託訓練 

（座学） 

企業実習 有期パート就労 

 該当なし        

県     計         

山口職業能力 

開発促進センター 

電気設備技術科 短期課程 5ｹ月  1ｹ月  15  

        

機  構  計 1      15  

合     計 1      15  

（留意事項） 
 定員には、当該年度の定員数を記入。 

 

６ 実践的な職業訓練への橋渡し訓練 

実施機関 講  座  名 講座期間 定 員 備    考 

山口職業能力開発促進センター 
金属加工科（導入講習付き） 

設備保全サービス科(導入講習付き) 

5月10日（金）～ 

5月31日（金）（84h） 
5 集合型 

山口職業能力開発促進センター 住環境計画科（導入講習付き） 
8月2日（金）～ 

9月2日（月）（84h） 
5 統合型 

山口職業能力開発促進センター 電気設備技術科（導入講習付き） 
9月4日（水）～ 

9月30日（月）（84h） 
5 統合型 

山口職業能力開発促進センター 
テクニカルオペレーション科 

（導入講習付き） 

11月7日（木）～ 

11月29日（金）（84h） 
5 統合型 

山口職業能力開発促進センター 
電気設備技術科（企業実習付き）（

導入講習付き） 

1月9日（木）～ 

1月31日（金）（84ｈ） 
5 統合型 

合    計 5  25  

（留意事項） 
 １．訓練科毎に記入。 
 ２．訓練期間には、それぞれ「○月○日～○月○日（○h）」とし、○h には時間数を記入。 

 



山口県

施設内 委託

定員 定員 定員 定員 定員

ＩＴ分野 97 0 24 0 73

営業・販売・事務分野 715 0 580 0 135

医療事務分野 210 0 180 0 30

介護・医療・福祉分野 277 0 187 0 90

農業分野 40 40 0 0 0

旅行・観光分野 0 0 0 0 0

デザイン分野 70 0 55 0 15

製造分野 305 115 0 190 0

建設関連分野 140 80 0 60 0

理容・美容関連分野 0 0 0 0 0

その他分野 60 0 20 25 15

135 - - 0 135

合計 2,049 235 1,046 275 493

（参考）
デジタル分野

158 0 70 0 88

※　「定員」とは、当該年度中における開講コースの定員の数。

求職者支援訓練

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー

ス

）

求職者支援訓練（基礎コース）

ハロートレーニング（離職者向け）の６年度計画

全体計画数
公共職業訓練（都道府県） 公共職業訓練

（高齢・障害・求職者雇
用支援機構）

離職者向けの公的職業訓練の分野別の計画

別紙


